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平成28年熊本地震では橋梁の損傷，土砂崩れ，盛土崩壊など様々な要因で，緊急輸送道路を含む多くの

道路で通行止区間が発生し，救援活動や緊急輸送などに混乱を生じた．このことから，地震時には重要な

道路が被災することを念頭に置き，重要な道路が通行不能となった際に道路交通へ与える影響を分析・評

価し，対策を行っていくことが重要である．このような問題意識のもと，著者らは道路の被災が道路ネッ

トワークへ与える影響を分析・評価し，その結果に基づいて防災対策を実施すべき道路の脆弱区間を評価

する手法に関して研究している．これまで，脆弱区間を被災により発生する迂回時間と，拠点間を到達不

能とする被災区間の空間分布によって評価する手法を提案している．本研究では特に拠点間を到達不能と

する場合について，そのような事象を引き起こす要因となる被災区間の組合せ及びその対策優先度の決定

手法に関して報告する．  
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1. はじめに 
 
平成7年1月17日5時46分に発生した兵庫県南部地震で

は，高速道路，鉄道などの高架構造物の倒壊，沿道建物

の倒壊，路面倒壊などによって，道路容量が著しく減少

した．発災後は避難活動，救急・救助活動，救援活動，

復旧・復興活動等に関連して，平時とは異なる交通需要

が発生したが，わが国の東西交通を担う主要幹線が被害

を受けていたことから，発災翌日の18日に，これを補う

形で東西2ルートの緊急輸送ルートが設定された．しかし

緊急車両のみに通行を規制することは事実上困難であっ

た 1)．この教訓を踏まえ，今日では地震直後から発生す

る緊急輸送を円滑に行うため，表-12)のような位置づけで，

緊急輸送道路が設定されている．また，平成23年3月11日
14時46分に発生した東北地方太平洋沖地震では強い地震

動に加え，巨大な津波による甚大な被害が発生した．発

災翌日からは，救命・救援ルート確保のため，東北地方

の内陸部を南北に貫く東北自動車道と国道4号から，沿岸

部に伸びる国道を車両が通行できるだけのルートを切り

開く道路啓開が実行された3)．この経験から，甚大な津波

被害が予想される東海・東南海・南海地震等，南海トラ

フを震源とする巨大地震に備え，救援・救護活動，円滑

な緊急輸送，復旧・復興を見据えた道路啓開オペレーシ

ョン計画について，中部版くしの歯作戦が策定された4)．

以上のように，過去の震災での教訓を踏まえ，発災後の

交通需要に対応するための核となる道路区間の選定・防

災対策や，発災後の道路啓開についての検討が進められ

ており，地震時に重要な道路の走行性を確保するための

表-1 緊急輸送道路の種別とその位置づけ 

 

種別 位置づけ

第1次
高規格幹線道路，一般国道等の広域的な重要
路線及びアクセス道路で輸送の骨格をなす道路

第2次
第1次緊急輸送道路と市町村役場及び重要な拠
点を結ぶ道路

第3次
第1次，第2次緊急輸送道路と市町村役場支所を
結ぶ道路及びその他の道路
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取組が多くなされている．  
一方で，こうした従来の道路防災対策のみでは十分な

対応ができない事例も発生している．平成28年4月14日21
時26分に前震が，同16日01時25分に本震が発生した平成

28年熊本地震において，九州自動車道に架かる跨道橋が

落橋し，緊急輸送道路が寸断された事例5)をはじめ，橋梁

の損傷や土砂崩れ，盛土の崩壊など，様々な要因で緊急

輸送道路を含む多くの道路が通行不能となった．これに

より，被災地では発災直後の救援活動や緊急輸送から避

難生活における日常交通まで，被災地の道路交通事情は

大きく混乱した．このことから，重要な役割を果たすと

位置付けられた道路であっても，地震時に通行不能とな

る被害が発生する可能性は否定できない．こうした道路

で通行不能区間が発生すれば，被災地では交通需要に対

応できなくなり，移動が制限される事態が発生すること

が容易に想定される．したがって，道路ネットワークに

おいて被災・通行不能区間が発生した場合に，ネットワ

ーク全体でどのような影響が生じるかを分析し，事前・

事後それぞれの防災対策を検討・検討することが重要で

あると考える．このような問題意識のもと，著者らはこ

れまで地震による道路被害の推定と，推定結果に基づく

道路網の脆弱区間の評価手法を構築・提案を行っている
6)．本研究では道路網の脆弱区間評価について，拠点間を

到達不能とする事象に繋がる道路リンクのクリティカル

な被災ペアを抽出することを目的とする．また，抽出さ

れたクリティカルな被災ペアに対し，対策の優先度を検

討するための指標を提案する． 
 
 
2. 関連研究と本研究の位置付け 

 
(1) 道路の被害推定手法について 
道路被害の推定手法としては，例えば鳥澤ら7)のよう

に，個々の被災要因を，被害を引き起こす根本的な原因

別に統合的に扱うという手法や，自治体の被害想定で採

用されているような個々の被災要因別に道路被害を推定

するという2通りの手法に大別される．鳥澤ら7)のアプロ

ーチは，道路被害を比較的容易に推定できるという点で

優れている．しかし，同じ震動被害であっても，道路の

地理的特徴，構造的特徴など，道路が有する特徴によっ

て被害の規模・起こりやすさは異なる．このため，本研

究では道路被害を被災要因別に分類して推定するという

アプローチを採る． 
建物の倒壊による道路閉塞を対象とした研究として，

大都市大震災軽減化特別プロジェクト8)，赤倉ら9)，源ら
10)，市川ら11)がある．大都市大震災軽減化特別プロジェク

ト7)では，詳細に道路閉塞を判定する手法と，簡易に道路

閉塞を判定する2つの手法が開発されている．赤倉ら9)は，

建物個別の倒壊を考慮するのではなく，地震動強さと街

路幅員との関係から道路閉塞を推定する手法を提案して

いる．源ら10)も赤倉ら9)と同様に建物個別の倒壊は考慮せ

ず，道路幅員と，道路沿道の建物棟数や老朽建物割合か

ら建物倒壊による道路閉塞を評価している．市川ら11)で

は，道路幅員と瓦礫の流出状況との関係性から道路閉塞

を推定している．本研究は，道路の被害推定手法を活用

した道路網の脆弱区間評価手法を構築することを目的と

している．このため，一般に入手可能なデータを用いた

被害推定が可能でなければならない．この点で，大都市

大震災軽減化特別プロジェクト8)の手法は精緻ではある

が，手法が要求する精度のデータを必ずしも得られない

可能性があることから，援用は困難である．赤倉ら9)，源

ら10) の手法では比較的容易に入手可能なデータから，道

路閉塞を推定できが，建物の倒壊による道路閉塞の重要

な要因である建物高さが考慮されていない．市川ら11)で

は建物高さが考慮されているが，地震動強さは考慮され

ない．以上を整理すると，建物倒壊による道路閉塞の推

定手法には，個々の建物データを一般的なデータから入

手可能であること，建物高さを考慮できること，地震動

強さを考慮できることが求められる．本研究ではこれら

の要請を満たす手法を提案したAhmedら12)の手法を用い

て，建物倒壊による道路閉塞を推定する． 
橋梁の被害推定については，自治体の地震被害想定に

おいて，これまで多くの手法が用いられている．近年で

は，例えば首都直下地震による東京の被害想定報告書13)

のように，阪神・淡路大震災で震度6強以上のエリアにお

いて被害が発生したことを踏まえ，耐震補強の有無ごと

に，大被害・中小被害それぞれの被害率を乗じて被害箇

所数を算出するという手法や，大分県地震津波被害報告
14)のように，示方書，建設後の耐震補強の有無と計測震

度を考慮して，支障影響度を3段階でランク評価するとい

った手法，日下部ら15)が示した橋梁の建設時に適用され

た示方書ごとにSI値の大きさによって，無被害から落橋・

大損害までの4段階の損傷度で評価する手法などがある．

本研究が目指す道路網の脆弱区間評価では本研究ではこ

れら段階的評価ではなく，東日本大震災による橋梁等の

被害分析小委員会が示した橋梁の被災率曲線15)を用いる． 
地震による斜面・切土の被害推定については，例えば

大分県14)では，秋田県が1997年に地震被害調査報告書で

示した気象庁震度階別の切土・斜面の被害確率を用いて，

被害を推定している．他にも，自治体の地震被害想定資

料を調査・整理した損害保険料算出機構の報告書17)によ

ると，道路防災点検における評価ランク及び気象庁震度

階別に切土・斜面の震度別被害確率を設定している事例

もある．切土・斜面の中には道路防災点検の対象外であ
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る箇所が含まれることも想定されることから，本研究で

は秋田県が1997年に示した被害率を援用する． 
道路盛土の被害推定については，新潟県中越地震の被

害データを用いて，高速道路の盛土部における地震動強

さと被害との関係を統計的に分析し，被害関数を構築し

た丸山ら18)，同地震における現地調査と関係資料から道

路盛土・斜面の被害に起因する全面通行止発生確率を示

した常田ら19)などがある．道路盛土の崩壊は，地震時の

道路の被害要因として考慮すべき重要な要因の1つであ

るが，道路盛土の位置的な情報は一般に入手可能なデー

タから得ることが困難である．このため，本研究では道

路盛土については被害推定から除外する． 
 

(2) 道路の脆弱区間の評価手法について 
 地震時の道路網の被害推定では，既述のように，被害

の可能性を道路区間単体の通行不能確率で評価するだけ

でなく，通行止めの発生がネットワーク全体へ与える影

響を分析することが非常に重要である．利用される経路

の中で特に重要な区間を把握することや，防災対策の効

果が高い区間を把握することは，効果的な防災対策を検

討・実施する上で重要である．しかし，自治体の被害想

定の中では，あるメッシュ内における被災道路区間数や，

道路区間の通行可能確率での評価に留まっている例がほ

とんどである．いくつかの自治体では，道路ネットワー

クでの移動性を視野に入れた分析を行っている例えば20),21)

が，高速道路のインターチェンジ間の不通確率の評価や

路線ごとの被害度での評価に留まっている．本研究では，

地震発生直後における重要拠点間の移動性に着目し，ネ

ットワーク全体へ影響を及ぼす脆弱な区間を評価する． 
 道路網の機能性評価に関してはこれまで多く研究され

ている．災害時を視野に入れた研究として，連結信頼性

に関する研究がある．例えば，若林22)はあるサービスレ

ベル以上での走行移動が保証される確率的指標として確

率重要度指標を提案している．更に若林ら23)では確率重

要度の課題であった信頼度の極めて高い道路区間の信頼

度を更に改善することは困難であることを考慮したクリ

ティカリティ重要度を提案している．一方で，これら研

究22), 23)では害に対する道路の脆弱性は考慮されていない．

連結信頼性と類似した概念である脆弱性に着目した原田

ら24)は¥弱点箇所を把握するための方法として接続脆弱

性評価手法を提案しているが，落石や斜面崩壊，深刻な

交通事故といった単独の道路区間が途絶する状況を想定

した評価の枠組みであり，地震災害のような複数の道路

が同時多発的に途絶する事態は想定していない．本研究

で着目する拠点間が到達不能となるような事象は，複数

の道路が同時多発的に途絶することで発生することが多

い．より実際の被害形態に近い形で分析を行うためには，

同時多発的な道路被害を考慮することが不可欠である． 
 
(3) 道路網の耐震化の検討手法に関する研究 
 道路網の耐震化の検討手法に関する研究としては，能

島ら25)，喜多ら26)，Nagae et al.27)などがある．能島ら25)は

地震時の道路網の交通容量に着目し，最大フローを評価

指標とした信頼性解析手法の提案している．しかし，同

時に複数のODパターンで道路網が利用されることは考

慮されていない． 
喜多ら26)はゲーム理論を援用し，各道路構造物の耐震

レベルの向上による効用と道路ネットワーク全体の効用

が同時に最大になるような道路構造物の耐震補強の優先

順位設定を行う手法を提案している．しかし，単純なネ

ットワークでの検証に留まっており，実際の道路網にお

ける適用性は明らかでない．また，道路網の特性として

最大フローを考慮しているが，リンク単体での最大フロ

ーであり，任意地点間の移動は考慮されていない． 
Nagae et al.27)では道路ネットワークの耐震化戦略問題

を最適化問題として定式化し，災害によって増加する交

通不便益の期待値と耐震化費用の和である社会的費用が

最小になるような耐震化戦略を求めている．この中で，

交通不便益の期待値を算定するために交通需要を設定す

る必要があるが，地震時の交通需要には不明な点も多く，

必ずしも適切な設定ができるとは限らない．  
以上を踏まえ，本研究では複数のOD設定での評価が可

能であり，不明点の多い地震時の交通需要に関する問題

に立ち入る必要がない手法の構築を目指し，実際の道路

網においてその適用性を検討する． 
 
 
3. 道路被害の推定手法について 
 
 本章では道路被害の推定手法について，道路の被害要

因ごとに詳細を述べる．本研究では地震による道路の被

害要因として，建物倒壊，橋梁損傷，切土・斜面崩壊の

3要因を考慮する．道路被害の推定手法には，推定精度は

高くとも，推定に用いるデータが一般には入手困難であ

る場合など，援用が困難である手法は援用せず，一般に

入手可能なデータを用いる手法で，かつ一定以上の推定

精度を有する手法を援用する． 
 
(1) 建物の倒壊による道路閉塞の推定手法 
 建物の倒壊による道路被害を良好な精度で推定するた

めには2章に述べたように，個々の建物に対して倒壊判定

を実施できること，建物高さを考慮できること，各建物

の立地位置での地震動強さを考慮できることという3つ
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の要請を満たす必要がある．本研究では，この条件を満

たす手法として，GISで利用可能な市販の地図データか

ら，建物高さを含む建物データを作成する手法を提案し，

更にそのデータを用いた建物倒壊による道路閉塞の推定

手法を提案したAhmedら12)の手法を援用する．この手法

では，図-1のように，一般の地図データから個々の建物

の立地位置と高さを有する建物データを抽出する．また，

地図データ上で設定された建物用途から，建物の構造形

式を推定する．建物の建築年代に関するデータは得られ

ないため，すべての建物は最新の建築基準で建設されて

いると仮定し，道路閉塞の発生規模についてその下限値

を推定すると位置付けている． 
 抽出した建物については，さらに図-2に示すように，

建物の重心から建物の高さに一致する円形のバッファを

内に含まれる道路リンクに隣接した建物であるとする． 
 建物の倒壊を判定するための基準となる建物の被害関

数としては，関数の具体的な数値を公開している南海ト

ラフによる東京の被害想定28)に示されている全壊率曲線

（図-3，図-4）を建物の被害関数として採用する． 
 建物倒壊による道路閉塞は，各建物に対して0から1ま
での範囲で0.1刻みの一様乱数を発生させ，被害関数から

得られる建物の全壊確率と比較した時，乱数値が全壊確

率以下であれば，その建物は全壊すると判定する．すべ

ての建物の全壊判定が終了した時点で，1棟でも全壊した

建物がある道路リンクを閉塞リンクと考える．  
 
(2) 橋梁損傷による道路被害の推定手法 
 地震による橋梁被害は，東日本大震災による橋梁等の

被害分析小委員会最終報告書16)が示した橋梁の被災率曲

線（図-5）を用いて推定する．なお，東日本大震災による

橋梁等の被害分析小委員会最終報告書16)では，被災率は

橋梁に何らかの損傷が生じる確率として定義している．

本研究では，一度損傷を受けた橋梁は，余震により損傷

が拡大する可能性があることから安全上の問題があると

考え，損傷した橋梁は通行できないものとする．すなわ

ち，図-5を橋梁部の通行不可率として考える． 
橋梁の位置的情報は市販の道路網データ29)から取得す

る．  
 橋梁の損傷・通行不能判定では，建物の倒壊判定と同

様に，一様乱数を用いたシミュレーションによって行う．

各橋梁に対し，0から1の範囲で0.1刻みの一様乱数を発生

させ，被災率曲線から得られる各橋梁の被災率と，発生

させた乱数値とを比較し，乱数値が被災率以下であれば，

その橋梁は損傷し，通行不能になるとして判定する． 
 

 
図-3  木造建物の全壊率曲線

 
図-4 非木造建物の全壊率曲線 

 
図-5 橋梁の被害率曲線 16) 
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図-1  利用する地図データと抽出した建物データの表示例 

 
図-2  建物の隣接リンクの決定プロセス 概念図 

建
物
デ
ー
タ
抽
出

詳細地図2012表示例 抽出した建物データ表示例

保有情報
 建物種類
 建物高さ

(c) Esri Japan, ZENRIN CO.,LTD. (c) Esri Japan, ZENRIN CO.,LTD.

リンク1の隣接建物

隣接リンクなし

リンク1

リンク2リンク1及びリンク2
の隣接建物

（単一道路リンクに隣接）
（複数道路リンクに隣接）
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(3) 切土・斜面崩壊による道路被害の推定手法 
 切土・斜面崩壊による道路被害の推定手法には，道路

防災点検の対象外である切土・斜面にも適用可能な手法
14)を採用する．この手法では，被害率は気象庁震度階を

基準として与えられている．本研究では建物倒壊・橋梁

損傷の推定は計測震度を基準としており，基準となる地

震動強さの扱いが異なる．基準となる地震動強さの扱い

は統一されるべきであるため，本研究では計測震度に基

準を統一するため既往手法14)が示す被害率のうち，気象

庁震度階を表-2のように変換して被害率をプロットし，

近似曲線を導出することで，計測震度ごとの被害率に変

換した．その結果，指数近似によって図-6のような被害

率曲線が導出された．なお，表-2の変換表のうち，震度4
以外は全て前後の震度との計測震度の差は0.5であるた

め，震度4についても統一して4.5とすることも考えられ

るが，4.5とした場合より4.0とした場合の方が，作成した

近似式の決定係数が良好であったため，本研究では震度

4に対応する計測震度は4.0と設定した． 
 切土・斜面崩壊の影響を受けるリンク（土砂災害警戒

リンク）は，図-7のように，土砂災害警戒区域内に含ま

れる区間とする．土砂災害警戒区域は国土数値情報ダウ

ンロードサービスで公開されているデータ30)を使用する． 
切土・斜面の被害率曲線は，建物の被害関数や橋梁の

被害率曲線と異なり，被害率の単位は単位距離あたりの

被害箇所数である．このため，切土・斜面による影響を

受ける道路リンク長を計測震度別に集計する必要がある

が，図-8に示すように，想定地震動強度分布のメッシュ

内に含まれる土砂災害警戒リンクの道路リンク長を計測

震度別に集計すればよい． 
 
 
4. 拠点間を到達不能とする被災パターンの抽出 
 
(1) 地震時の道路網における脆弱区間の定義 

本研究では，地震に対して脆弱な区間とは，地震によ

って被害を受けやすい要素を持ち，かつ通行不能となっ

た場合の影響が大きな区間であると定義する．道路ネッ

トワークの構造的な弱点区間であっても，その区間が地

震に対して頑強であれば，脆弱な区間とはならない．ま

た被害を受けやすい要素を有していても，利用頻度が低

い区間であれば，ネットワークへの影響は少なく，やは

り脆弱な区間とはなりえない．このような被害を受けや

すく，かつ通行不能による影響が大となる道路区間を本

研究では前者に対して道路網の被害推定によって，後者

は道路ネットワーク評価によって行う．通行不能による

影響としては，ある地域の孤立発生を意味する拠点間が

到達不能となる状態を想定し， このような状態を引き起

こす道路リンクの被災パターンを抽出することを試みる． 
 
(2) 拠点間を到達不能とする被災パターンの抽出方法 
 拠点間（任意地点間）が到達不能となる状況は，多く

 

図-7 切土・斜面崩壊の影響を受けるリンクの決定法 概念図 

 

図-8 計測震度ごとの土砂災害警戒リンク長の集計法 概念図 

 
図-6 切土・斜面の被害率曲線 
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表-2 気象庁震度階と計測震度の変換表 

気象庁震度階 震度 4 震度 5弱 震度 5強 震度 6弱 震度 7 
計測震度 4.0 5.0 5.5 6.0 7.0 
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の場合，複数の道路リンクが同時に通行不能となること

で発生する．これはネットワークが2分されている状態に

他ならない．このような状態はネットワークのカットを

検討することで分析することが可能である．しかし，そ

の組合せは複数存在し，さらにそれらがそれぞれどの程

度発生しやすいものなのかを把握することは困難である．

この課題に対応するため，本研究では，3章に示した道路

被害推定手法に基づいて道路の被災パターンを生成し，

生成した被災パターンにおいて，道路ネットワークの任

意地点間の到達性を分析する．設定した任意地点間が到

達不能である場合，道路ネットワークでは図-9に示すよ

うに，起点から到達できる領域と到達できない領域とに

分割された状態が発生している．これら2つの領域にまた

がる道路リンクがその拠点間を到達不能とさせる重要な

被災リンクの組合せの1つであると言える．このような組

合せを抽出するため，本研究では最短経路を行うことで

得られる起点から各ノードまでの移動コストに着目する．

途絶した区間の移動コストを∞と仮定すると，図-9にお

いて到達可能な領域に含まれるノードまでの移動コスト

は必ず実数で定義され，到達不能領域に含まれるノード

までの移動コストは∞となる．すなわち，ネットワーク

において接続関係にあるノード同士の起点からの移動コ

ストを比較し，片側のノードまでの移動コストが実数で，

もう一方のノードまでの移動コストが∞であるような場

合，これら2つのノードで構成されるリンクは対象地点間

を到達不能とさせる要因となるリンクの1つであると考

えることができる．このような関係を持つリンクをすべ

て列挙したとき，それらは対象地点間を到達不能とさせ

る被災リンクパターンの1つとなる．本研究では道路被害

推定は一様乱数を用いたシミュレーションによって実施

しているため，道路被害推定の偏りを防ぐため，また考

えうる多くの被災リンクパターンを得るため，被災リン

クの生成は十分な回数実行するものとする．以上の手順

について，図-10にフロー図を示す． 
 
(3) 対策優先度の設定手法 
 防災対策を検討・実施するためには，抽出された脆弱

な道路リンクのうち，いずれに対して対策を実施すべき

なのか，その優先度が示されることが望ましい．本研究

で対象としたある拠点間が到達不能となる状況とはすな

わち孤立地域が発生する状況であるため，それを防止す

るために，検討対象とした拠点間すべてにおいて，最も

発生頻度の高い被災リンクパターンを対象に，対策を実

施することが考えられる．一方で，拠点間が到達不能と

なる状況は特定の組合せでリンクが同時に通行不能とな

ることによってのみ発生する．すなわち，組合せに含ま

れるいずれか1つのリンクに対して手厚い対策を実施す

ることで，孤立の発生を防止する方法も考えられる．本

研究ではこのような考えに立ち，次のような優先度決定

手法を提案する．1）OD単位で対策を検討する場合，その

ODにおいて最も多く発生した被災リンクペアに含まれる

リンクのうち，最も通行不能確率の高いリンクほど対策

 
図-9 任意地点間が到達不能なネットワークの状態 

 
図-10 拠点間を到達不能とするクリティカルな被災ペアの 

抽出フロー 
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優先度を高く設定する，2）ネットワーク全体で対策を検

討する場合，各ODにおいて最も多く発生した被災リンク

ペアに含まれるリンクを優先対策候補とし，その中で最

も多くのODの状況改善に寄与するリンクの対策優先度を

高く設定する．3)ネットワーク全体で対策を検討する場

合，抽出された被災リンクペアに含まれるリンクについ

て，出現頻度の高いリンクの対策優先度を高く設定する． 

 
5. 実際の道路網への適用 
 
(1) 適用条件 
 本章では，4章で示した地震時に拠点間を到達不能とす

る被災リンクパターンの抽出手法の適用性について， 
石川県の緊急輸送道路ネットワークを対象とした分析を

行うことで検討する． 
本研究では，長期的な視点での緊急輸送道路における

拠点間を到達不能とするような脆弱区間を評価すること

を目的とし，防災科学研究所のJ-SHIS地震ハザードステ

ーションで公開されている確率論的地震動予測地図のう

ち，50年間超過確率2%となるような地震動を想定地震動

として設定する．図-11に対象道路ネットワークにおける

想定計測震度の分布を示す． 
ネットワーク解析においては，石川県の代表的な拠点

間（地域間）の到達可能性を分析することを目的として，

始点を県庁，終点を各市町村役場に設定する．また，結

果の一般性を担保するため，解析では被災リンクの生成

は10万回実施し，各生成段階で，設定したすべての起終

点間について到達可能性を分析する．なお，各道路区間

の走行時間について，災害時の交通量は推定が困難であ

るため，交通混雑による影響を考慮しない形として，各

道路区間の規制速度を道路区間長で除すことで得られる

自由旅行時間で設定した． 
 
(2) 適用結果 
 図-12に対象とした石川県の緊急輸送道路ネットワー

クの全景と，設定した起終点の位置を示す．適用結果に

ついて，抽出された被災リンクペア単位で結果を示すこ

とが困難であることから，本稿では図示しやすい，対策

優先度について被災リンクペアに含まれるリンクについ

て，出現頻度の高いリンクの対策優先度を高く設定する

という方針をとった場合に，対策優先度の上位10リンク

を図-13に示す．これらのリンクは橋梁をもつリンクや，

土砂災害警戒区域内に含まれるリンクであり，道路の構

造として，地震に対して被災しやすい要素を有している

リンクである．更に同一リンク内に複数の橋梁が含まれ

ている，土砂災害警戒区域に含まれるリンク長が長いな

ど，同様の道路構造を持つ他のリンクに比べて地震に対

 
図-11 石川県の緊急輸送道路における50年間超過確率 

2%となる計測震度の分布 
 

 
図-12 石川県の緊急輸送道路網と起終点位置 
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して脆弱なリンクである．5章で脆弱な道路区間の定義と

して述べたように，道路ネットワークの構造的な弱点部

位でなく，災害に対しての脆弱性を有するリンクを対策

優先度の高い区間として抽出できているものと考えられ

る．道路の空間的な位置に着目すると，対策優先度の高

い道路は，設定した終点を囲むように位置していたり，

ネットワークが疎な部分での数少ない迂回路上に存在し

てたりすることが分かる．このことは，本来は代替路と

して確保されるべき道路が地震に対する脆弱性を有して

おり，地震時に想定した機能を果たさない可能性を示唆

していると考えられる． 

 
 
6. まとめと今後の課題 
 
(1) まとめ 
 本研究では，平成28年熊本地震での被災事例を踏まえ，

道路ネットワークにおいて被災・通行不能区間が発生し

た場合に，ネットワーク全体でどのような影響が生じる

かを分析し，事前・事後それぞれの防災対策を検討・検

討することが重要であるという問題意識のもと，地震に

よる道路被害の推定と，推定結果に基づく道路網の脆弱

区間の評価手法を構築・提案を試みた．特に，地震によ

る道路の被災がネットワーク全体へもたらす影響として，

ある拠点間が到達不能となるような事象に着目し，その

ような事象を引き起こすクリティカルなリンクの被災ペ

アを抽出する手法を提案した．また，抽出されたクリテ

ィカルな被災リンクペアに対し，対策の優先度を検討す

るための指標として，クリティカルな被災リンクペアに

含まれるいずれかのリンクを頑強とすることで，拠点間

が到達不能となるリスクを低減することが可能であると

の立場のもと，ODごと・ネットワーク全体それぞれの単

位での対策優先度検討指標を提案した．また実際の石川

県の緊急輸送道路網を対象とした分析を行い，抽出され

たクリティカルな被災リンクペアに出現する頻度の高か

ったリンクについて考察することで，代替路となるべき

道路自体が地震に対する脆弱性を有しており，地震時に

要求した性能を果たさない可能性があるとの示唆を得た． 
 
(2) 今後の課題 
本研究では道路の被災がもたらす影響として特に拠点

間が到達不能となる自体に着目したが，実際の事象とし

ては，拠点間が到達不能となる場合より，拠点間の到達

時間に遅れが生じる場合の方が発生頻度は高い．今後は

こちらの事象についても，評価指標を検討する必要があ

る．また，拠点間が到達不能となる事象についても，ク

リティカルなリンクの被災ペアを抽出することは可能だ

が，抽出したペアから対策優先度を決定するためにODご
との被災ペアの中で最も頻度の高いものに着目する，出

現頻度の高いリンクに着目するといった指標を提案した

が，それら着目したリンクに対策を施すことで得られる

効果は，到達不能となる状況を防止するだけにとどまら

ない．そうした効果も踏まえ，より効果的に対策優先度

を検討できるような指標への改良の余地があると考える． 
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